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羽田空港の新経路の導入背景

国際競争力強化等の実現 首都圏全体での騒音負担の共有

以上の要請を踏まえ、新経路の導入により羽田空港の機能強化が必要

○新経路導入前は、羽田空港の離着陸時の騒音
は、主に千葉県が負担

○千葉県に偏っている騒音負担の首都圏全体で
の騒音負担の共有が必要

○千葉県及び関係２５市町からは、 首都圏全体で
の騒音負担による千葉県下の騒音影響の軽減
を従来から要望

首都圏の国際競争力の強化

アジアの都市との競争に勝ち抜き、世界中からヒ
ト・モノ・カネを東京に呼び込み、日本経済を再生

訪日外国人の受入

外国人旅行者を呼び込み、買い物や宿泊による
消費を拡大

日本全国の地域活性化

日本最大の際内航空ネットワークを活用し、世界
の成長力を国内各地域に波及
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【出発経路】

※点線は6000ft以上

【到着経路】

○ 従来の飛行経路においては、航空機はほぼ千葉県上空を利用して羽田空港に離着陸。

羽田空港における従来の飛行経路

南風 北風

【出発経路】

6000ft未満

6000ft以上

6000ft以上

【到着経路】

6000ft未満

（北風時）

（南風時）

（南風時）

（北風時）

（北風時）

（南風時）
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平成25年9月26日

平成25年11月1日～

平成26年8月26日～

交通政策審議会航空分科会基本政策部会

首都圏空港機能強化技術検討小委員会

首都圏空港機能強化の具体化に向けた協議会

首都圏空港をめぐる航空政策上の課題の整理

首都圏空港の機能強化策にかかる技術的な選択肢の洗い出し

関係自治体や航空会社等関係者にも参画を求め、機能強化の具体化に向け協議

今後の首都圏空港の需要予測、国際航空を巡る環境変化、
首都圏空港の国際競争力を高めるために必要な能力・機能 等

※平成２６年７月８日に中間取りまとめを公表

第１回：平成２６年８月２６日、第２回：平成２７年１月２１日、第３回：平成２７年７月１５日、
第４回：平成２８年７月２８日、第５回：令和元年８月７日

第１回：平成２５年１１月１日、第２回：平成２５年１２月９日、第３回：平成２６年１月３１日、
第４回：平成２６年３月１４日、第５回：平成２６年６月６日 、第６回：平成２８年７月２２日

首都圏空港の更なる機能強化に関する検討の進め方

※東京都・千葉県・川崎
市など首都圏空港関係
副知事・副市長、特別
区長会会長、航空会社、
学識経験者により構成

※学識経験者、専門家
により構成

※有識者、学識経験者等
により構成

第Ⅱ．３つのアクションプラン
③空港・港湾など産業インフラの整備
ヒトやモノの国際的な移動を円滑化するため、首都圏空港や戦略港湾の強化を図る。
○首都圏空港の強化と都心アクセスの改善
・ 今年度末の羽田空港の国際線３万回増枠、来年度中の成田空港の 30万回化を着実に実施しつつ、首都圏の各空港の
地方路線と海外路線との接続を改善するなどの更なる機能強化を検討するとともに、都心と両空港とのアクセス改善に向
けて、既設の鉄道の活用や都心部における大深度地下の利用などによる都心直結線の整備に向けた検討を進める。

日本再興戦略（平成25年６月14日閣議決定）

3



首都圏空港の更なる機能強化

首都圏空港機能強化技術検討小委員会の中間取りまとめ（平成26年７月）をふまえた
今後の首都圏空港の機能強化に関する取組方針について

【現状：約30万回】

・管制機能の高度化 ・既存滑走路の延長

・高速離脱誘導路の整備 年間＋約４万回 ・滑走路の増設 年間＋約１６万回

・夜間飛行制限の緩和 ・夜間飛行制限の緩和

【現状：約45万回】

・滑走路処理能力の再検証 （・滑走路の増設）
年間＋約４万回

・滑走路運用・飛行経路の見直し

■2020年東京オリンピック・パラリンピック競技
大会以降の技術的な方策

■2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会までに
実現し得る主な技術的な方策

羽
田
空
港

成
田
空
港

計 ＋約４万回 【１日約50便】

計 ＋約４万回 【１日約50便】

合計 約83万回（年間75万回＋約8万回）
【１日＋約100便】

合計 約100万回（年間約83万回＋約16万回）
【１日＋約200便】
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羽田空港機能強化のための技術的選択肢（南風の場合）

○ 羽田空港は、４本の滑走路が井桁の形となっており、出発と到着経路が複数箇所で交錯するため、一定の
間隔を空けて運用する必要があり、従来の滑走路の使い方では発着回数80回/時となっている。

○ 発着回数の増加に向け滑走路処理能力を再検証した結果、82回/時（＋２回/時）とすること可能であるこ
とが判明した。また、滑走路の使い方についてあらゆる可能性について技術的な検証を行ったところ、Ａ・
Ｃ滑走路に北側から直線進入する経路を採用した場合、出発機と到着機の交錯が抑えられ、90回/時（＋８
回/時）の発着回数が可能となることが判明。

従来ルート
（南風）

経路が交錯

Ａ滑走路

Ｃ滑走路

Ｄ滑走路

Ｂ滑走路

着陸やり直しの
可能性

新ルート
（南風）

Ｃ滑走路

Ｄ滑走路
Ａ滑走路

Ｂ滑走路

交錯する場所

検証を行った滑走路運用パターン

発着回数が増加する滑走路運用パターン

90回／時の発着が
可能
（今回採用する滑走路
運用パターン）

84回／時の発着が
可能
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羽田空港における滑走路運用・飛行経路の見直し（南風時）

4,000ft
(約1,220m)

4,000ft
(約1,220m)

3,000ft
(約915m)

2,000ft
(約605m)

凡 例

到着経路（悪天時）
到着経路（好天時）
出発経路

※経路の点線は約6,000ft以上を想定

従来飛行経路（南風時）
（離陸・着陸合計：８０回／時）

5,000ft5,000ft
(約1,525m)

6,000ft6,000ft
(約1,830m)

4,000ft4,000ft
(約1,220m)

3,000ft3,000ft
(約915m)

4,000ft
(約1,220m)

3,000ft3,000ft
(約915m)

凡 例

到着経路（悪天時）
到着経路（好天時）
出発経路

※経路の点線は約6,000ft以上を想定

新飛行経路（南風時）
（離陸・着陸合計：９０回／時）

南風運用の割合
約４割（年間平均）

南風時新経路の運用時間
１５：００～１９：００
（切替時間を含むため、
実質３時間程度の運用）

3,400ft
(約1,040m)

3,800ft
(約1,160m)

3,000ft3,000ft
(約915m)

5,000ft5,000ft
(約1,525m)

3,000ft3,000ft
(約915m)

○ 首都圏の国際競争力の強化等や、首都圏全体での騒音負担の分散の観点から、２０２０
年３月２９日から羽田空港において新飛行経路の運用を開始。
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羽田空港における滑走路運用・飛行経路の見直し（北風時）

従来飛行経路（北風時）
（離陸・着陸合計：８０回／時）

※Ｃ滑走路から北方面へ
の出発経路は現経路を
変更しない限り、Ｄ滑
走路出発経路との競合
による制約が発生

凡 例

到着経路
出発経路

※経路の点線は約6,000ft以上を想定

約
6500f
t以上

約3,000ft以上
(約915m)

約2,000ft
(約605m)

約6,000ft以上
（約1,830m）

荒川

北風運用の割合
約６割（年間平均）

北風時新経路の運用時間
７：００～１１：３０ 及び

１５：００～１９：００
（１５時～１９時については、
この時間帯のうち実質３時間
程度の運用）

新飛行経路（北風時）
（離陸・着陸合計：９０回／時）

凡 例

到着経路
出発経路

※経路の点線は約6,000ft以上を想定
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羽田空港の機能強化に伴う騒音対策・落下物対策について

騒音対策

【未然防止策の徹底】
○ 世界に類を見ない基準である「落下物防止対策基

準」（落下しやすい部品の交換、点検・整備の徹底）を
策定し、本邦航空会社及び日本に乗り入れる外国航
空会社に義務付け

○ 空港管理者による駐機中の機体チェック体制の構築

【事案発生時の対応強化】
○ 落下物被害に対する補償制度の充実

○ 落下物の原因者である航空会社に対する処分等

○ 落下物対策に係る取組状況や、落下物・部品欠落の
件数等に係る情報提供

落下物対策

○ 航空機の騒音は、一般に飛行高度が高いほど小さ
くなることから、安全上支障のない範囲で着陸地点を
海側に移設することにより飛行高度を引上げ

○ 羽田空港の国際線着陸料について、航空機の重
量に加え、騒音の要素も組み合わせた料金体系へ
見直し、低騒音機の導入を促進

○ 降下角を３度から３．５度にできる限り引き上げるこ
とによる飛行高度の引上げ

○ 学校・病院等に対する防音工事の助成制度を拡充
し、制度の運用を弾力化。

○ 飛行経路下に騒音測定局を増設し、騒音の測定結
果をホームページ上で公開。

騒音測定局
駐機中の機体チェック

落下物防止対策基準における
ソフト面の対策例：整備・点検の実施

測定結果の蓄積・分析の結果、お示ししていた騒音レ
ベルを著しく上回る結果となった場合等には、原因究
明を行い、必要に応じて更なる騒音対策を検討する。

飛行高度の引上げ
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○ 羽田空港機能強化について、できるだけ多くの方にご理解頂けるよう、これまで６巡にわたり延べ136
会場において、来場者の関心に応じて、きめ細やかな情報提供が可能なオープンハウス型説明会を開催。
合計で延べ３万４千人を超える方々が参加。

○ 羽田空港の機能強化に関する特設コールセンターを開設するとともに、ホームページや新聞、折り
込みチラシ、交通広告等で情報発信。

開催実績（東京都、神奈川県、埼玉県の合計）

第１フェーズ ：平成27年 7月～9月 (48日)  16会場 約 6,000人
第２フェーズ ：平成27年12月～28年1月(47日)  18会場 約 5,100人
第３フェーズ ：平成29年 1月～5月 (16日)  16会場 約 2,300人
第４フェーズ ：平成29年11月～30年2月(16日)  16会場 約 3,400人
第５フェーズ ：平成30年12月～31年2月(36日)  31会場 約11,100人
第６フェーズ ：令和元年11月～2年1月 (60日)  39会場 約 7,000人
第１～６フェーズ：平成27年 7月～2年1月(223日) 136会場 約34,900人

羽田機能強化に関する丁寧な情報提供について

第６フェーズ説明会実施場所

＜オープンハウス型住民説明会の様子＞

［練馬区：練馬区役所］ ［北区：北とぴあ］
HPでの広報電車内動画広告

9



実機飛行確認における騒音測定結果

○ 新飛行経路の運用開始に先立ち、１月３０日から２月１２日までの間、実機飛行確認を実施。
○ 各騒音測定局における実測値の平均のうち、約６割は住民説明会等でお示しした推計平均値と同

等、約２割は推計平均値以上、約２割は推計平均値以下であった。
○ 降下角の引き上げによる騒音軽減効果については、降下角３度で降下した場合に比べ、3.45度のま

ま降下する場合には「-2.7～-0.5ｄB（デシベル）」程度の効果を確認。

【航空機騒音測定局の設置地点】 【降下角の引き上げ】

降下角の引上げに一定程度の軽減効果(-2.7～-0.5dB)

【降下角3度と3.45度の騒音軽減効果の比較】

-0.6 -0.8

-2.1
-1.7

-2.7

-0.5

-2.7

-0.8

-3.0

-2.0

-1.0

0.0
(dB) 小淀

ホーム
広尾

中学校

田道
小学校

高輪台
小学校

下水道品川
出張所

産業技術
高専

八潮
ポンプ所

大森第五
小学校

南風時の到着経路について、降下角を３度から３．４５度に
できる限り引上げ、騒音影響を軽減。
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新型コロナウイルス影響下の運用状況

①Ａ到着 ②Ｃ到着 ③Ｂ出発

４月
約４便／時
（▲71％）

約１４便／時
（▲53％）

約８便／時
（▲60％）

５月
約４便／時
（▲71％）

約９便／時
（▲70％）

約３便／時
（▲85％）

６月
約５便／時
（▲64％）

約１１便／時
（▲63％）

約５便／時
（▲75％）

○ 新型コロナウイルス感染拡大の影響により、羽田空港においては、新型コロナウイルス感染
拡大前※１と比較して、国際線は計画便数から９５％減、国内線は計画便数から６０％減の運航
となった※２。

○ 新到着経路の運航便数は、５月には各経路とも７０％以上減の運航となっていたものの、６月
には回復傾向にある。

【南風時新飛行経路における運航便数】

①
②

③

①Ａ到着
14便／時

②Ｃ到着
30便／時

③Ｂ出発
20便／時

※１：本年１月19日～25日 ※２：本年６月２１日～2７日

予定便数

※４月～６月の各月における、概ね３時間程度南風運用を行った日の１時間当た
り運航便数の平均。

※６月は６月２０日までの実績に基づく。
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国・コールセンターへの問い合わせ状況について
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1/30-2/5北風実機飛行確認

2/2-2/12南風実機飛行確認

新飛行経路運用（3月29日～）

運用開始後の日最高件数：155件（４月３日）

北風新経路の運用初日（3/29）

南風新経路の運用初日（4/3）

４月（南風）における
平均受電件数：82件/日

５月（南風）における
平均受電件数：41件/日

○ 実機飛行確認を実施した日の問い合わせ件数は１，１４７件。
○ 新飛行経路運用開始後（3.29～5.31）の問い合わせ件数は２，５４８件。

実機飛行確認期間（南風）における
平均受電件数：129件/日

実機飛行確認中の日最高件数：299件（２月３日）

5/31

・航空機の騒音がうるさい。
・コロナウイルスの影響による減便やオリンピックが延期になった状況で、新ルートの運用は不要である。
・防音工事の助成をしてほしい。 ・航空機からの落下物が不安である。
・住民説明会等で示されていた経路・高度と異なるように見える。

【新経路運用開始後に寄せられた主なご意見】
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関係区市の意見概要への回答（令和元年８月）

意見概要 回答

情
報
提
供

○説明会の継続実施や窓口対応の強化、メディアの
活用など、住民への対応に引き続き取り組んでいた
だきたい。
○迅速な情報提供や職員への説明会、対応に関わる
費用負担など、自治体への対応もお願いしたい。

○２０１９年の秋以降、オープンハウス型の説明会を基本としつつ、
地域の事情を踏まえた説明会を開催する。また、住民からの問合せ窓
口の充実やさまざまな手法での広報などを実施する。
○コールセンターの充実、自治体に対する勉強会の充実や航空会社に
よる自治体向けの窓口設置などを図る。また、区が独自でコールセン
ターを設置する場合、どのような支援が可能か検討したい。

安
全
対
策

○落下物対策等について、駐機中の機体チェックや
基準や仕組づくり、再発防止など、対策の確実な実
施にしっかり取り組んでいただきたい。
○事故発生時の原因究明と公表、対策の実施状況や
効果の公表など、今後、継続的な情報公開をお願い
したい。

○機体チェックなどの落下物対策総合パッケージを着実に履行するほ
か、落下物防止対策基準の充実に向け定期的に検討し、必要に応じた
対策の追加などを行う。
○部品脱落事案の定期的な情報提供を図るほか、落下物対策について
関係者の取組に関する情報発信を強化する。

騒
音
対
策

○低騒音機の導入促進や最新技術・知見の反映など、
更なる対策の強化に取り組んでいただきたい。

○騒音測定局の設置と結果公表、対策の実施状況や
効果の公表など、今後、継続的な情報公開をお願い
したい。

○騒音に関してよりメリハリを付けた着陸料体系に変更して低騒音機
の導入を推進するほか、降下角度の引上げによる可能な限りの飛行高
度の引上げを図る。
○騒音測定局を増設してホームページ等で測定結果を公開するほか、
航空会社の機材更新の状況も情報提供する。

そ
の
他

○飛行検査の周知をしてほしい。

○不動産価格の調査について情報提供してください。
○航空管制施設整備等の手続き等が済み次第、速や
かに旅客機による試験飛行を実施してください。
○航空に関する更なる情報公開や今後も関係自治体
への情報提供の仕組みづくりを進めていただきたい。

○当該事業の最終的な決定に当たっては、国の判断、
責任において実施していただきたい。
○都心上空を飛行する現飛行ルート案を固定化する
ことがないよう取り組んでいただきたい。

○飛行検査の予定は、判明次第、自治体に情報提供するとともに、さ
まざまな手法で広報を実施する。
○不動産価格への影響調査は、早期に情報提供する。
○１月下旬以降のできるだけ早い時期に、実機による試験飛行を実施
する。
○環境対策や落下物対策の取組状況などについて更なる情報提供を図
る。また、新飛行経路開始後、各自治体との間での情報共有や意見交
換の場を設定する。
○羽田空港の機能強化に関する最終的な決定は、国の判断、責任で実
施する。
○飛行ルートのあり方については、騒音軽減等の観点から継続的に検
討して参りたい。 13



新経路の固定化の回避に係る関係自治体等からの意見や要望

関係区の区議会の決議・意見書

○ 品川上空を飛行する羽田新飛行ルート計画決定に関する決議（品川区議会）（令和元年９月２０日）
品川区議会は国土交通省に対し、区民の不安払しょくにつながる効果的な対策の実施と、早急かつ具体的に

ルートの再考および固定化を避ける取り組みを示し、実行に移すことを強く求める。

○ 羽田空港の新飛行経路を固定化せず、別の選択肢を検討することを求める意見書（港区議会）（令和元年１０
月１０日）
港区議会は国土交通省に対し、港区の上空を低空飛行する経路を固定化することなく、空港の管制方法の見直

しや地方空港への分散など、別の選択肢を検討することを強く求めるものであります。

○ 羽田空港新飛行ルートの再考を国に求める意見書（渋谷区議会）（令和２年６月１７日）
引き続き、渋谷区議会は国会及び政府に対し、区民の不安を解消するため、羽田空港新飛行ルートの固定化を

避ける取り組みを早急かつ具体的に再考するよう国に強く求める。

品川区からの要望書（羽田空港の機能強化に関する要望について）（令和２年５月２０日）

新飛行ルートを固定化しない取り組みの実施については、昨年７月貴省より、「飛行ルートのあり方
については、騒音軽減の観点から継続的に検討して参りたい」との回答があったところであるが、早急
かつ具体的にお示しいただくよう重ねて要望する。

○ 羽田新経路の固定化の回避については、昨年８月に関係自治体等から意見・要望があり、国土
交通省から「飛行ルートのあり方については、騒音軽減等の観点から継続的に検討して参りたい」
と回答してきたところ。

○ ２０２０年３月２９日からの新経路の運用開始後も、同様の要望がなされている。

令和元年８月以降の固定化回避に係る意見・要望等
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